
 

 

 労働基準法３５条１項は，使用者は労働者に対し，毎週少なくとも１回の休日を

与えなえればならないと規定しています（ただし，同条２項により４週を通じ４日

以上の休日を与える使用者については適用されません。）が，労働基準法上，労働者

に与えるべき法定休日よりも多く設けられた法定休日以外の休日（法定外休日）に

ついては，労働基準法上の休日（法定休日）には該当しませんので，休日割増賃金

を支払う必要はありません。 

 つまり，例えば就業規則等で週１回の法定休日を与える他に，国民の祝日を休日

と定めている場合において国民の祝日に労働させた場合，当該国民の祝日は法定休

日には該当しないため，休日割増賃金を支払う必要がないということです。 

 週休２日制の下における１日は，それが法定休日であるのか，法定外休日である

のかを確定し，休日割増賃金の要否を判断することになります。 

 もっとも，所定労働日以外の日の労働として通常の労働日１日当たりの賃金を支

払う必要があり，更に，週の法定労働時間４０時間を超える場合には，この超過分

に係る時間外割増賃金を支払う必要があります。 
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Ｑ937．祝日や週休２日のうちの１日に労働した場合，割増賃金はどう

なりますか？ 


